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2026年３月期中間期 連結決算の概要
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2026年3月期中間期 決算サマリ

▶ 売上高は、デバイス事業に
おいて民生機器向け半導体
の需要が堅調に推移したこ
とに加え、システム事業に
おいて航空宇宙機器が伸長
し増収

▶ 売上総利益は、売上高は増
加したものの、代理人取引
の減少により減益

▶ 前年同期に比べ支払利息や
売上債権売却損が大幅に減
少した一方、為替差益が減
少し、経常利益・中間純利
益ともに減益

2025年3月期
中間期

2026年3月期
中間期 前年

同期比 予想比
実績 売上比 予想

（5/9） 実績 売上比

売上高 98,583 ー 95,000 102,697 ー +4,114
(4.2%)

+7,697
(+8.1%)

売上総利益 12,501 12.7% 10,400 10,937 10.7% △1,563
(△12.5%)

＋537
(+5.2%)

販管費 8,141 8.3% 8,700 8,210 8.0% +69
(+0.9%)

△489
(△5.6%)

営業利益 4,360 4.4% 1,700 2,727 2.7% △1,632
(△37.4%)

+1,027
(+60.4%)

経常利益 3,113 3.2% 700 1,759 1.7% △1,353
(△43.5%)

+1,059
(+151.4%)

親会社株主に
帰属する
中間純利益

2,134 2.2% 300 985 1.0% △1,148
(△53.8%)

+685
(+228.6%)

（百万円）

© 2025 MARUBUN CORPORATION 3

＊  当中間期連結会計期間より、棚卸資産の評価方法について変更を行っており、前年中間期連結会計期間については遡及適用後の数値で
比較分析を行っております



2026年3月期中間期 事業別業績サマリ

2025年3月期 中間期 2026年3月期 中間期 前年同期比

売上高 74,817 77,754 +2,937
(+3.9%)

経常利益 2,459 1,090 △1,368
(△55.7%)

（百万円）

2025年3月期 中間期 2026年3月期 中間期 前年同期比

売上高 22,807 24,286 +1,478
(+6.5%)

経常利益 836 1,029 +193
(+23.1%)

（百万円）

2025年3月期 中間期 2026年3月期 中間期 前年同期比

売上高 957 656 △301
(△31.4%)

経常利益 △183 △361 △177
(-)

（百万円）

▍システム事業

▍デバイス事業

▍アントレプレナ事業

▶ 民生機器向け半導体の需要が
増加し増収。一方、代理人取
引の減少により、売上総利益
率が低下し減益

▶ 航空宇宙機器分野が伸長し
増収。売上の増加に伴い
経常利益も増益

▶ 通信インフラ向け時刻同期シ
ステムの需要減により減収。
売上の減少に伴い経常損失が
発生
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＊  当中間期連結会計期間より、棚卸資産の評価方法について変更を行っており、前年中間期連結会計期間については遡及適用後の数値で
比較分析を行っております
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2025年3月期

中間期

2026年3月期

中間期

2026年3月期中間期 用途別 連結売上高構成比

主な増減要因

医療・ヘルスケア（△5ポイント） 
– 医療関連ビジネスは堅調に推移したものの、他セグメ
ントの伸長により、相対的に構成比は低下

産業機器（△7ポイント）
– 在庫調整局面が継続していることに加え 、回復も
緩やかであるため、構成比が低下

モビリティ（+5ポイント）
– 自動車関連の需要が堅調で、相対的に構成比は上昇

民生機器（＋5ポイント）
– 一部顧客の需要が伸長し、構成比を押し上げ

航空・宇宙・防衛（+1ポイント）
– 航空宇宙関連の需要が底堅く推移
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＊当中間期連結会計期間より、用途別売上高構成比は「デバイス事業」から「連結」ベースでの開示に変更しております。
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2026年3月期中間期『デバイス事業』品目別売上高
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主な増減要因

27,995 26,937 

1,622 2,399 
1,002 1,719 

20,629 23,397 

6,261 5,110 

17,306 18,191 

74,817 
77,754 

2025年３月期

中間期

2026年3月期

中間期

（百万円）

アナログIC（△1,058）
– 産業機器向けの減少

カスタムIC（△1,151）
– 民生機器向けの減少

特定用途IC（+2,768）
– 民生機器、モビリティ向けの増加

マイクロプロセッサ（+717）
– 前期並み

メモリーIC（+777）
– 前期並み

電子部品（+885）
– 前期並み



主な増減要因

2,844 4,021

8,791
9,037

2,756
2,634

8,414
8,594

22,807
24,286

2025年3月期

中間期

2026年3月期

中間期

2026年3月期中間期『システム事業』品目別売上高

レーザー機器（△122）
– 前期並み

産業機器（+246）
– 前期並み

航空宇宙機器（+1,177）
– 人工衛星向け高信頼性部品の増加

医用機器（+180）
– 前期並み

（百万円）
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2026年3月期中間期『アントレプレナ事業』品目別売上高

905 

611 

52 

46 

957 

656 

2025年3月期

中間期

2026年3月期

中間期

（百万円） 主な増減要因

ICTソリューション（△294）
– 時刻同期システムの減少

AI・ロボティクス（△6）
– 前期並み
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2026年3月期中間期 貸借対照表の概要

2025年3月期末 2025年9月末 前期末比

資産合計 145,171 135,898 △9,273
流動資産 130,605 120,160 △10,445

現金及び預金 24,246 23,100 △1,145

受取手形及び売掛金 52,313 49,140 △3,172

商品及び製品 49,556 41,912 △7,644

未収入金 2,547 1,688 △859

固定資産 14,566 15,738 +1,171

負債合計 84,390 75,920 △8,469
流動負債 79,222 70,641 △8,580

支払手形及び買掛金 25,593 21,162 △4,431

短期借入金 46,360 43,942 △2,418

未払金 1,416 1,306 △110

固定負債 5,168 5,278 +110

純資産合計 60,781 59,977 △804

（百万円） ▶ 資産合計は、前期末から92
億円減少。増減の内訳は、
商品及び製品が76億円減
少、売上減少に伴い、受取
手形及び売掛金が31億円減
少

▶ 負債合計は、前期末から84
億円減少。増減の内訳は、
支払手形及び買掛金が44億
円減少するとともに、運転
資金需要の減少に伴い、短
期借入金が24億円減少

▶ 純資産合計は、配当金支払
を主因として前期末から 8
億円減少
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＊流動資産と流動負債は主要項目のみ記載しております



・「一連の取引」のフローを米ドル建で実施し、利益（現預金）を米ドル建で確保していることから、利益確定までのキャッシュフローに為替影
響はないが、期間利益と期末時点評価の円建表記に各々影響が発生しうる

▶ Ⅰ. 当社の為替変動リスクへの対応方針

▶ Ⅱ. ナチュラルヘッジ（米ドル仕入ー米ドル売上取引）における為替変動の影響

・仕入の大半が米ドル建のため、米ドル建売上は円を介さない「ナチュラルヘッジ」、円建売上は「為替予約ヘッジ」を実施

＜参考＞為替差損益発生のメカニズム

損益均衡

現預金・売掛金
（為替差益）

在庫
（期末評価せず）

買掛金・借入金

（為替差損）

期間利益への影響イメージ（円安進行時）

（仕入と決算日のレート差）

期末評価への影響イメージ（円安進行時）

翌期の売上総利益増

一連の取引が完了すると損益均衡
するが当期決算においては不均衡

仕入～売上・回収の「一連の取引」の条件および対応する資産・負債を米ドル建とし、米ドル建利益を確保

仕入債務に対する為替予約を取引明細毎に行い、取引毎の円建の利益を確保

「一連の取引」を円建表記する際のレート差を売上総利益や為替差損益として計上するため、円建表記では「売上総利益の増減」と「為替差損
益の増減」の入り繰りが発生しうる (ネット損益は期間内均衡。左上図）

「一連の取引」で発生する現預金・売掛金・在庫・買掛金・借入金は米ドル建でのバランスが確保される。各項目は「決算日当日のドル・円
レート」で期末評価を行なうが、「在庫」は特に円安進行時において「仕入時のドル・円レート」適用のまま決算時評価替えを行なわず、円建
表記では資産・負債の均衡が失われ為替差損が発生する。なお、かかる在庫の未認識の評価益が翌期の売上総利益の押上げ要因となる（右上図）
（一方、決算日に向けた円高進行時は損益方向が逆転するが、低価法適用による在庫評価により、かかる在庫評価差が発生しない場合がある。）

②期末評価への
影響

①期間利益への
影響

② 円建売上

① 米ドル建売上

売上総利益
（粗利増）

営業外収益
（為替差益）

営業外損失 
（為替差損）

損益均衡

仕入 ＜ 売上

売上 ＜ 回収

仕入 ＜ 支払

借入 ＜ 返済

円建表記のレート 円建表記のレート

21

*詳細は当社ウェブサイトよりご確認できます
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https://www.marubun.co.jp/ir/management/risk/foreign_exchange/


2026年３月期 業績予想の概要
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2026年3月期 業績予想サマリ

▶ ５月9日に公表した業績予想
を上方修正

▶ 売上高は、デバイス事業で民
生機器向け半導体の需要や、
システム事業の航空宇宙機器
が堅調に推移する見込みで、
期初予想を上回る見通し

▶ 利益面は、販管費の節減に
より、営業利益・経常利益・
親会社に帰属する当期純利益
ともに、期初予想に比べ増益
の見通し

▶ 2025年度下期想定為替レー
トは142円/ドルを想定

2025年3月期 2026年3月期
前期比 期初

予想比実績 売上比 期初予想 修正予想 売上比

売上高 210,837 ー 206,000 210,000 ー △837
(△0.4%)

+4,000
(+1.9%)

売上総利益 26,221 12.4% 24,000 24,000 11.4% △2,221
(△8.5%)

+0
(＋0.0%)

販管費 17,068 8.1% 17,700 17,000 8.1% △68
(△0.4%)

△700
(△4.0%)

営業利益 9,153 4.3% 6,300 7,000 3.3% △2,153
(△23.5%)

+700
(+11.1%)

経常利益 6,539 3.1% 4,300 5,000 2.4% △1,539
(△23.5%)

+700
(+16.3%)

親会社株主に
帰属する
当期純利益

4,408 2.1% 2,500 3,000 1.4% △1,408
(△31.9%)

+500
(+20.0%)

（百万円）
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＊  当連結会計期間より、棚卸資産の評価方法について変更を行っており、前年度連結会計期間については遡及適用後の数値で比較分析を
行っております



2026年3月期 事業別業績予想サマリ

2025年3月期 実績 2026年3月期 予想 前期比

売上高 151,011 145,800 △5,211
(△3.5%)

経常利益 3,376 1,450 △1,926
(△57.1%)

（百万円）

2025年3月期 実績 2026年3月期 予想 前期比

売上高 57,336 61,500 +4,163
(+7.3%)

経常利益 3,342 3,530 ＋187
(+5.6%)

（百万円）

2025年3月期 実績 2026年3月期 予想 前期比

売上高 2,489 2,700 +210
(+8.5%)

経常利益 △181 20 +201
(－)

（百万円）

▍システム事業

▍デバイス事業

▍アントレプレナ事業

▶ 代理人取引の減少に加え、
産業機器分野の在庫調整局面
の長期化も重なり、減収減益
を見込む

▶ 航空・宇宙・防衛関連市場が
引き続き牽引し、増収増益を
見込む

▶ AI・ロボティクス商材の市場
開拓による新規案件の獲得に
より、黒字転換を見込む

© 2025 MARUBUN CORPORATION 13

＊  当連結会計期間より、棚卸資産の評価方法について変更を行っており、前年度連結会計期間については遡及適用後の数値で比較分析を行っております



2026年3月期 『デバイス事業』品目別売上高予想

主な増減要因

57,694 47,594 

3,195 
3,781 

1,720 
3,959 

42,878 
40,490 

9,951 
14,232 

35,573 
35,744 

151,011 
145,800 

2025年3月期 2026年3月期

（百万円）

アナログIC（△10,100）
– 産業機器向けの減少

カスタムIC（+4,281）
– 民生機器向けの増加

特定用途IC（△2,388）
– 民生機器向けの減少

マイクロプロセッサ（+2,239）
– モビリティ向けの増加

メモリーIC（+586）
– 前年度並み

電子部品（+171）
– 前年度並み
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主な増減要因

7,211 9,034

19,569
20,730

7,292
8,237

23,263
23,499

57,336
61,500

2025年3月期 2026年3月期

2026年3月期 『システム事業』品目別売上高予想

レーザー機器（+945）
– 半導体レーザーの増加

産業機器（+1,161）
– 電子部品組立・検査・解析装置の増加

航空宇宙機器（+1,823）
– 人工衛星向け高信頼性部品の増加

医用機器（+236）
– 前年度並み

（百万円）
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2026年3月期 『アントレプレナ事業』品目別売上高予想

2,329 2,318 

160 
382 

2,489 
2,700 

2025年3月期 2026年3月期

（百万円） 主な増減要因

ICTソリューション（△11）
– 前年度並み

AI・ロボティクス（+222）
– 汎用超音波画像診断装置の増加
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株主還元
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2020年3月期 2021年3月期 2022年3月期 2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期 2026年3月期

中間配当 期末配当
（円）

株主還元

連結配当性向40％またはDOE（株主資本配当率）2.5%のいずれか高い方を目安に
継続的かつ安定的な配当を実施することを基本方針とする配当方針

2026年3月期の配当：中間 25円、期末25円の年間50円配当を予定
配当性向：43.6％、DOE（株主資本配当率）：2.6％

2026年3月期
の配当

（予定）
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資本コストや株価を意識した経営の実現
に向けた対応について（アップデート）
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現状分析と今後の課題

▶ 2025年3月期の増益によりROE（株価収益率）は8.4％へ上昇。2026年3月期の直近業績予想を反映した想定ROEは、
 当社想定の株主資本コスト帯域を下回る見込みであり、株価が現状水準*と仮定した場合、PBRは0.6倍程度に留まる見通し
 市場の期待と当社の収益性との間にギャップが継続していることを示しており、「今後の課題」の実行に努めていく

市場評価（株価）に基づく

**ROE÷PBRにて算出。PBR＝期末株価2期平均
÷単年度の1株当たり純資産（但し左図点線で示
す予測値算出には各項に合理的な予想値を使用）

株主資本コスト**（参考値)
（市場インプライド資本コスト）

約８.6％－19.2%

約5.7％－6.9%
***当社基準により算出
β値は直近5年のヒストリカルベータ

CAPM***による株主資本コスト

今後の課題
①ROE9％以上の安定化
②期待株主資本コストの引下げ
③結果としてのPBR１倍超

 当社が想定する
 期待株主資本コスト(CoE)の幅

* 1,226円-2025年9月30日終値

© 2025 MARUBUN CORPORATION 20



持続的な価値向上に向けた取り組み

持続的な
企業価値向上
に向けた経路

安定的な
ROE 9%以上の確保

×
効果的な財務・非財務施策の展開

↓
結果としての

PBR 1倍超の達成

* 保守的に将来にわたる利益成長率（g）をゼロとし、当面の目標ROEを一定水準と仮定した場合の近似式

≈* 

▶「丸文グループ価値創造モデル」とその中枢にある「バリューサイクル」を効果的に循環させる (P42-44ご参照)
▶「3つの戦略施策（I.Ⅱ.Ⅲ.)」を推進し「ROE9％以上の安定確保とPBR1倍超の達成」を目指す (P22-P32ご参照)
▶  前中期経営計画は達成したが、今後も更なる飛躍を目指し新中期経営計画（丸文 Nextage 2027）を策定し実行する

PBR
株価純資産倍率

CoE
株主資本コスト

Ⅰ. 成長戦略の遂行

Ⅱ. 財務施策の実行

ROEの向上

CoEの低減

ROE
株主資本利益率

Ⅲ. 非財務施策の展開

エクイティ
スプレッド
の拡大
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▶ 中期経営計画「丸文 Nextage 2027」で掲げた基本方針のうち、3つの事業成長方針に関わる取り組みを推進

基本方針

「レスポンシブル・ビジネス」の追求

① 「レスポンシブル・ビジネス」の視点

新規事業における収益化実現
② 事業戦略の視点

既存事業における基盤拡充

グループ・シナジーの強化

③ 基盤戦略の視点

価値創造モデル推進のための戦略管理高度化

人的資本戦略の展開

Ⅰ-（1）① 成長戦略 「丸文 Nextage 2027」事業成長方針

2027年度計画値

1,670億円

デバイス事業

システム事業

アントレプレナ事業

• 成長分野への選択／集中
• 商流の拡大・維持／再構築支援
• 新技術・商材の開拓／受動部品の拡販
• グループ・シナジーの発揮
• マスマーケットにおける販売チャネルの拡大

• 新規事業の開発/新規商材の開拓
• 既存事業の領域/規模拡大
• 国家推進施策の関連ビジネス取り込み
• グループ経営強化/事業基盤拡充
• 海外オペレーションの確立

• 新規事業の開発
• 提供価値の独自性発揮
• AI関連商材の開拓・拡販
• 戦略的な協業機会の追求

売上高

30億円以上経常利益

2027年度計画値

2027年度計画値

670億円売上高

40億円以上経常利益

売上高

経常利益

60億円

10億円以上



123,729 
98,583 102,697 

112,761 

112,254 107,303 

2023年度 2024年度 2025年度見通し

上期 下期

Ⅰ-（1）② 成長戦略  これまでの進捗状況と2025年度の見通し

▶ 現中期経営計画の初年度である2025年度の見通しについては、2025年5月公表の期初計画を見直し、
売上高を2,060億円から2,100億円に、経常利益を43億円から50億円に上方修正

▶ 現中期経営計画の最終年度（2027年度）の目標達成に向け、「3つの戦略施策（I.Ⅱ.Ⅲ.)」を着実に推進
売上高進捗状況 経常利益進捗状況

2,400億円

中計最終年度
（2027年度）

計画値

236,490
210,837 210,000

（百万円）

2,080 
3,113 

1,759 

3,547 

3,426 

3,241 

2023年度 2024年度 2025年度見通し

上期 下期

5,627

6,539

5,000

中計最終年度
（2027年度）

目標値

80億円以上

（百万円）

© 2025 MARUBUN CORPORATION 23

＊ 2025年度期初に棚卸資産の評価方法について変更を行っており、2024年度については遡及適用後の数値としております



24

Ⅰ-（1）③ ROE目標達成に向けたEPS成長イメージ

© 2025 MARUBUN CORPORATION

▶ 2025年度は、市場環境の影響で一時的な踊り場となるが、翌年度以降は持続的な成長軌道へと回帰
▶ 重点市場（航空・宇宙・防衛、医療・ヘルスケア）への取り組みを強化し、EPS成長のエンジンとする
▶ EPS成長と持続的成長に向けた効率的かつ効果的な資本配分に努め、ROE 9%以上（中計目標）、将来的には

10%以上（アスピレーション）の達成を目指す

¥▲81

¥93

¥199

¥130 ¥163
¥114

¥203
¥229

-100

-50

0

50

100

150

200

250

-4,000

-2,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2027年度 2030年度

当期純利益 EPS

2025年度

（予想）

2027年度

（目標）
2030年度

（アスピレーション）

重点市場の拡大や効率的・効果的な資本配分に努め、
年率7％**超のEPS成長率を見据える

ROE 9%以上

ROE 10%以上

*2027年度および2030年度のEPSは、特別損益を計上せず、実効税率を30%と仮定して算出
**2025年度直前3年間の平均EPS（164円）から2027年度目標（203円）へのCAGR（年平均成長率）

以上

前 中 期 経 営 計 画

平均EPS 164円

現 中 期 経 営 計 画 次 期 中 期 経 営 計 画



74,817 77,754 

76,194 68,046 

2024年度 2025年度見通し

Ⅰ-（2）『デバイス事業』の成長戦略

売上高推移

151,011 145,800

2,459 

1,090 

917 

360 

2024年度 2025年度見通し

3,376

1,450
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▍ビジネスモデル

調達 販売

• アナログIC 
• メモリーIC
• マイクロ
プロセッサ etc

半導体
メーカー

• コネクタ
• スイッチ
• コンデンサ

etc

電子部品
メーカー

• 民生機器メーカー
• 産業機器メーカー
• 自動車関連
メーカー

• 医療機器メーカー 

半導体
電子部品

使用メーカー

デバイス
事業

• 豊富な品揃え
• 細やかなサービス
• グローバル販売網
• 商社金融機能

• 充実した顧客基盤
• 顧客ニーズの還元
• グローバル調達網

▶主に民生機器が好調に推移し増収を確保。利益面では、代理人取引（収益認識に関する会計基準）の減少により
減益。通期も現在のビジネス状況が継続すると見通すが、民生機器市場での販売拡大に注力する

経常利益推移

▍2025年度の中間期総括と通期見通し

（百万円） 上期 下期 上期 下期（百万円）

▶ 中間期は、民生機器向けが好調に推移したことに加え、
モビリティ向けも堅調な需要であったことから、前年同期比で増収を達成

▶ 一方、代理人取引の減少影響により減益となる

▶ 通期もこの市場展望は継続すると予想。好調な民生機器やAI・
データセンター関連等の好調市場での販売拡大に注力する

＊ 2025年度期初に棚卸資産の評価方法について変更を行っており、2024年度は遡及適用後の数値としております



22,807 24,286 

34,529 37,214 

2024年度 2025年度見通し

Ⅰ-（3）『システム事業』の成長戦略

売上高推移

57,336 61,500

836 1,029 

2,506 2,501 

2024年度 2025年度見通し

3,342 3,530

© 2025 MARUBUN CORPORATION 26

▍ビジネスモデル

▶航空・宇宙・防衛市場が堅調に推移する事業環境を踏まえ、当社の強みである同市場でのビジネスを着実に取り込
む。高付加価値ビジネスも強化し、持続的成長の好循環を創出する

経常利益推移

▍2025年度の中間期総括と通期見通し

（百万円） 上期 下期 上期 下期（百万円）

調達

システム
事業

据付

• 充実したアフター
サービス

• 豊富な品揃え
• 商社金融機能

• 充実した顧客基盤
• 強力な代理店機能
• 高度知見の蓄積

航空宇宙
関連メーカー

産業機器
メーカー

自動車関連
メーカー

医療機関

• 通信機器
• 計測機器
• 光学機器
• レーザー機器
• 組込用CPUモ
ジュール etc

電子機器
メーカー

• 宇宙・航空関連設
備

• 検査設備
• 試験設備
• 解析設備
• 医用装置 etc

設備機器
メーカー

販売

保守

▶ 中間期は、航空・宇宙・防衛市場の拡大を背景に、航空宇宙機器が伸長。
この結果、前年同期比で増収増益を達成

▶ 通期においても、産業機器市場の設備投資回復の動きを確実に取り込み、
売上高は前年度を上回る見込み

▶ 利益面は、既存事業の領域/規模拡大に加え、高付加価値ビジネスへの
注力を図り、増益を見込む

＊ 2025年度期初に棚卸資産の評価方法について変更を行っており、2024年度は遡及適用後の数値としております



957 656 

1,532 2,044 

2024年度 2025年度見通し

Ⅰ-（4）『アントレプレナ事業』の成長戦略

売上高推移

2,489
2,700

▲ 183
▲ 3612 

381 

2024年度 2025年度見通し

▲181

20
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▍ビジネスモデル

▶通信インフラ向け時刻同期システム案件の減少により減収減益。通期はAI・ロボティクスで増収増益を計画
 医療、通信関連を中心に新規市場開拓に向けた営業活動を強化し、収益源確保と収益性確立に注力する

経常利益推移

▍2025年度の中間期総括と通期見通し

（百万円） 上期 下期 上期 下期（百万円）

調達 アントレ
プレナ
事業

実装
支援

• 革新的なソリュー
ションの提案

• 業界をリードする
知見の提供

• 日本での拡販機能
• 包括的なポスト

セールスサポート
通信キャリア

産業機器
メーカー

医療機器
メーカー

介護施設

販売

技術
支援

• AIロボット
• 遠隔治療機器

etc

ベンチャー企業

• 時刻同期
ソリューション
etc

サービス事業者

▶ 中間期は、 通信インフラ向け時刻同期システムの需要が減少し、減収
 またAI・ロボティクスでの案件獲得が計画を下回り、経常損失が発生

▶ 通期は、AI・ロボティクスでの案件獲得に注力し、増収増益の見込み

▶ ICTソリューションでは通信インフラ分野、AI・ロボティクスでは介護・
医療分野での営業活動を強化し、中長期的な収益基盤の構築を目指す

2

＊ 2025年度期初に棚卸資産の評価方法について変更を行っており、2024年度は遡及適用後の数値としております



Ⅱ–（1） 財務施策「基本方針」
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財務施策

2025年
(進行期)

2024年

2023年

▶財務規律を維持しつつ、ROE改善と継続的な株主還元の両立を基本方針とする
▶ DOE導入による配当安定化に加え、業績に応じた配当還元を実施し、株主価値向上に努める

 安定した株主還元のため、新たな配当指標として「DOE 2.5%」を
導入。連結配当性向40%とのいずれか高い方を採用する新方針を  
決定

 DOEを下限とする新たな配当政策を継続し、安定的な株主還元
を実践

 前中計財務目標達成と、創業180周年記念
を踏まえ「特別株主優待」を実施

▲特別株主優待QUOカード

財務基本方針

持続的な企業価値向上に向け、成長分野への戦略的     
投資と継続的かつ安定的な株主還元を行う

資本効率改善（ROE目標達成と安定化）を企図し、 
ROE構成要素（収益性・資産回転率・財務レバレッジ）
の改善努力と財務安全性維持の均衡を保つ

配当政策

連結配当性向40％またはDOE2.5%のいずれか高い方

配当額

当期純利益

DOE（株主資本配当率）による配当

配当額の下限設定効果

【DOE・配当性向による配当額の関係性（イメージ）】

実績：1株当たり配当52円（配当性向40.0%を採用、DOEは2.9%）

実績：1株当たり配当66円（配当性向40.4%を採用、DOEは3.5%）

 バランスシート圧縮の取り組みを継続し、
自己資本比率（財務安定性）を大幅改善
（2023年3月期末以降：27.1%→29.1%→37.7%）

 適正な財務レバレッジを維持し、「財務
基本方針」に沿った取り組みを推進



Ⅱ–（2） 財務施策 「内部留保の活用」

▶時局に応じた経営優先課題を踏まえつつ、以下４領域において、持続的成長に向けた効率的かつ効果的な
資本資源配分に努め、「内部留保の活用」と「持続的成長の実現」の好循環を創出する

成長投資機会の追求 非連続成長機会の追求と機動的な投融資案件の取り組みを積極化する

• 2025年度に基幹システム刷新を完了
• 仕入先、販売先の要望に緻密かつ機動的に対応し、バリューチェーン機能を継続強化する
• 販売管理や管理会計等の経営情報管理を高度化し、収益性や採算性の改善に繋げる

ITシステム投資を通じた業務の効率化・経営情報の高度化を推進する業務インフラ投資

「人財」育成を企図した人的資本投資を拡充し、競争力を強化する
• 社員持株会向け譲渡制限付株式インセンティブ制度の導入
• 人材マネジメントを高度化し、専門性の高いプロ人材の採用・育成および定着を図る
• ダイバーシティ、働き方、ウェルビーイング施策を展開し、組織文化を変革する

人的資本（人財）投資

BSマネジメント・自己資本の適正水準維持を通じて、経営のリスク耐性を高めるBSマネジメント
• 上記３施策への投資を行いつつ、財務規律のバランスを取り、財務リスクの低減を図る
• 自己資本充実（調達余力確保）を通じ、大規模災害も想定したBCP対応力と事業継続性を担保する
• 自己資本比率は一定水準（30-40％目途）を維持することを目安とする

• デジタル化、スマート化、IoT、AI、ロボティクス、次世代通信、医療・ヘルスケア等をテーマに非連続成長機
会・戦略的リスクテイク機会を追求し、既存領域での市場拡大や商権拡充、隣接領域でのシナジーの発揮、新た
な有望市場の創出を図る

• 事業買収やベンチャー投資は、中計期間（3年間）で自己資本額の5-10％程度を目途とする
• 自社と投資先双方の事業価値創造に寄与する協働／協創を通じた収益リターン実現を目指す

© 2025 MARUBUN CORPORATION 29



Ⅲ.  非財務施策「3つのテーマ領域」 

CoE低減に向けた「3つのテーマ領域」

CoE
株主資本コスト

サステナビリティ
経営の推進

コーポレート
ガバナンス強化

ステークホルダー
エンゲージメント向上

▶「非財務施策の３つのテーマ領域」における取り組みを進め、「期待株主資本コストの低減」につなげていく
▶ 情報開示の一層の充実に努め、経営の透明性を確保しつつ、「丸文ブランド」の信用力・訴求力を高める
▶ 同時に「社会的価値の創出」に貢献し、各方面のステークホルダーによる当社ビジネスの理解深化にも努める
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レスポンシブル・ビジネスの追求
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Ⅲ–（1） 非財務施策「サステナビリティとエンゲージメント」

© 2025 MARUBUN CORPORATION

▶非財務施策（サステナビリティ推進・エンゲージメント向上）における具体的な取り組みを着実に実行
▶年々進化する活動を通じて、持続的な成長基盤を強化し、企業価値（経済的価値・社会的価値）向上を目指す

サステナビリティ経営の推進 ステークホルダーエンゲージメント向上

2025年
(進行期)

2024年

2023年
 タレントマネジメントシステムを導入し、計画的人材育成を強化
 女性管理職比率の目標を10.0%（2027年度）に引き上げ
 TCFDに賛同し、GHG長期目標（2030年度に2022年度時点より

50%削減）を設定

 マテリアリティを特定
 「人的資本戦略委員会」を設置し、長期戦略・目標設定を開始
 TCFD対応を強化し、Scope3排出量を初算出

 eNPS* 2022年度比で+12.1ptと着実に向上
 社員持株会向けの株式インセンティブ制度の導入
 社内複業制度を導入し、社員各人の自立的（自律的）な
キャリア構築を支援

 日本フィルハーモニー交響楽団への賛同や「パラリン
アート®」のパートナー協賛など社会貢献活動を推進

 IRサイトのコンテンツ拡充や英文開示など、情報開示の強化に着手
 機関投資家との能動的な対話を継続的に実施
 「丸文ブランド」の認知度向上に向け、プレスリリース等での情報
発信を強化

 グループ初となる統合報告書「MARUBUN REPORT 2024」を和
文・英文で発行

 第三者機関によるアナリストレポート（日・英版）を初めて公開
し、情報開示を拡充

 全社員を対象とした「タウンホールミーティング」を開始し、従
業員エンゲージメントを強化

 統合報告書「MARUBUN REPORT 2025」を発行し、
ステークホルダーとの対話をさらに深化

 IR活動の強化の一環として経済メディア経由の発信強化
 PR活動の積極展開（明治神宮野球場、東京メトロ駅への
広告掲出等）

* 社員エンゲージメントスコア（employee Net Promotor Score）
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Ⅲ–（2） 非財務施策「コーポレートガバナンス」

© 2025 MARUBUN CORPORATION

▶取締役会の多様性確保や報酬制度の見直しなどを通じ、ガバナンス体制の基盤を安定的に運営
▶新経営体制のもと、資本コストを意識した経営を深化させ、企業価値向上を目指す

コーポレートガバナンスの強化

2025年
（進行期）

2024年

2023年
 取締役会の多様性を確保（女性社外取締役の選任）
 業務執行取締役に対し、譲渡制限付株式報酬（RS）制度を導入
 取締役会実効性評価に基づき、中期経営計画に関する議論の深化に
着手

 前年度からの各種ガバナンス強化策を継続
 取締役会実効性評価の結果、議論の深化・活性化が進展

 新代表取締役社長が就任し、新経営体制が始動
 新たな中期経営計画「丸文 Nextage 2027」を策定
 資本コストや株価を意識した経営をさらに推進

MARUBUN REPORT 2025の発行

▲当社ウェブサイトよりご確認頂けます

• 全てのステークホルダーの
皆様へ、当社の存在意義や
企業価値をお伝えすること
を目的に制作

• 経営の透明性や実効性に関
する取り組みを具体的に報
告しています

• 皆様との「建設的な対話」
のきっかけとなることを目
指します

（右図）社外取締役座談会
ページ。独立した視点から、
3名の社外取締役が当社の現
在地、新中計の課題、そして
未来への期待を語ります

https://www.marubun.co.jp/wp-content/uploads/2025/08/MarubunReport2025.pdf


総括：持続的な企業価値向上に向けた取り組みの俯瞰

• サステナビリティ経営推進
• ステークホルダー・エンゲージ
メントの向上

• コーポレートガバナンス強化

• 株主還元強化
• 内部留保の活用強化と持続的成長
の好循環創出：
-成長投資機会（戦略的リスク
テイク機会）の追求
-業務インフラ投資

 -人的資本（人財）への投資
 -BSマネジメント

• 財務リスク管理強化

• 新規事業における収益化実現
• 既存事業における基盤拡充
• グループ・シナジーの強化

▶「成長戦略の遂行」「財務施策の実行」「非財務施策の展開」を価値創造プロセスとする取り組み強化により、
 「ROE9％以上の安定確保」と「エクイティスプレッド拡大」を図り、持続的な企業価値の向上の実現と、

結果としてのPBR1倍超の達成を目指す

価値創造プロセス
を通じた持続的な
企業価値向上

結果としての
PBR１倍超

の達成

Ⅰ. 成長戦略の遂行

Ⅱ. 財務施策の実行

Ⅲ. 非財務施策の展開

CoEの低減

ROEの向上

エクイティ
スプレッド
の拡大

ROE
株主資本利益率

CoE
株主資本コスト
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事業領域

企業概況

創 業 1844年（弘化元年）

設 立 1947年（昭和22年）7月

所 在 地 東京都中央区日本橋大伝馬町8番1号

資 本 金 62億1,450万円

決算期日 3月31日

代 表 者 代表取締役社長 兼 CEO/COO 堀越 裕史

売 上 高 連結 210,837百万円（2025年３月期）
単体 159,801百万円（2025年３月期）

従業員数 連結 1,179名（2025年3月末）
単体 633名（2025年3月末）

株式上場 東京証券取引所 プライム市場
（コード:7537）

デバイス
事業

 半導体

 電子部品

システム
事業

 航空宇宙機器

 産業機器

 レーザー機器

 医用機器

連結売上高の推移

会社概要
アントレプレナ

事業
 ICTソリューション

 AI・ロボティクス

242,050
117,568 168,872 179,011 151,011

47,233

50,225
54,494 54,941 57,336

2,805 2,536 2,489 

289,283 

167,794 
226,171 

236,490 210,837 

21/3月期 22/3月期 23/3月期 24/3月期 25/3月期

デバイス事業 システム事業 アントレプレナ事業

（百万円）
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1997
東京証券取引所市場第二部上場

2001
東京証券取引所市場第一部上場

沿 革

海 外

1968
米国駐在事務所を設置

1988
シンガポールに現地法人を設立

1989
台湾に現地法人を設立

1994
香港に現地法人を設立

1999
米国Arrow Electronics社と折半出資で
Marubun/Arrow USA,LLCを設立

2001
タイに現地法人を設立

2006
マレーシアに現地法人を設立
2002
フィリピン、上海に現地法人を設立

2013
深圳に現地法人を設立

2014
インドネシア、メキシコに現地法人を設立

1998
米国Arrow Electronics社と
折半出資でMarubun/Arrow Asia,Ltd.を設立

1947
機械器具、日用雑貨類の販売と輸出入を目的に
丸文株式会社を設立

1844 
現本社所在地で呉服問屋「堀越」（屋号「丸文」）を創業

1897 
呉服問屋を停止し、資産管理を目的に堀越事務所を設立

1952 
Rocke International社と代理店契約し、
独自での米国製機器の輸入販売を開始

2005
丸文ウエストを設立

2007
フォーサイトテクノを子会社化

1965 
集積回路を国内で初めて輸入販売1961 

金沢支店を分社し、
丸文通商を設立

2008
エレクトロニクス商社で初めて特定輸出者として認証

国 内

2022
東京証券取引所プライム市場に移行
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丸文アローアジア
デバイス事業
アジア地域の日系企業への
半導体・電子部品の販売 丸文アローUSA

デバイス事業
北米地域の日系企業への
半導体・電子部品の販売

丸文通商
システム事業
医用機器・試験計測機器
の販売

丸文ウエスト
システム事業
試験計測機器の販売

フォーサイトテクノ
システム事業
機器据え付け・保守等
エンジニアリングサービス

台湾丸文
デバイス事業
中国・台湾での商材の開拓

関係会社

米国丸文
デバイス事業
北米地域での商材の開拓

© 2025 MARUBUN CORPORATION
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国内拠点

支店

支社

オフィス

関係会社

物流センター

本社

（2025年3月末現在）

丸文営業拠点： 15
丸文物流拠点他： 3
関連会社： 3

関西支社（大阪市） 宇都宮オフィス

丸文通商株式会社（本社:金沢市）
 金沢支店
 富山支店
 福井支店
 松本支店
 新潟支店

 長野支店
 七尾営業所
 東京営業所
 甲府営業所

九州オフィス（福岡市）

丸文ウエスト株式会社（本社:神戸市）
 姫路営業所
 四国営業所
 徳島サテライトオフィス

北陸オフィス（白山市）

中部支社（名古屋市） 株式会社フォーサイトテクノ
（本社:東京都江東区）
 中部サービスセンター

東京物流センター（東京都江東区）

成田物流センター

大宮支店
立川支店

丸文テクニカルセンター（東京都江東区）

丸文株式会社
本社（東京都中央区）

長野オフィス

長岡オフィス

松本オフィス

京都オフィス

東北オフィス

静岡オフィス

水戸オフィス
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グローバルネットワーク

（2025年3月末現在）
丸文株式会社 その他Marubun/Arrow USA, LLC.Marubun/Arrow Asia, Ltd.

アジア拠点：10
北米拠点： 9

Marubun/Arrow USA,LLC. 
（本社：センテニアル）

Michigan Office
（ミシガン）

Chicago Office
（シカゴ）

Marubun Arrow (Thailand) Co Ltd.
（タイ・バンコク）

Marubun/Arrow (HK) Ltd.
（中国・香港）

Marubun/Arrow Electronics (Shenzhen) 
Company Limited（中国・深圳）

Marubun Arrow (M) SDN BHD.
（マレーシア・ペナン）

Marubun/Arrow (S) Pte Ltd.
(シンガポール)

Kuala Lumpur Office
（マレーシア・クアラルンプール）

Marubun/Arrow (Phils) Inc. 
（フィリピン・ラグナ）

Marubun Taiwan,Inc.
（台湾・台北）

PT Marubun Arrow Indonesia 
（インドネシア・カラワン）

Marubun-Arrow 
Mexico,S. de R.L. de C.V.
（本社：メキシコシティ）

Guadalajara Office （グアダラハラ）

Reno Office（リノ）

Marubun USA Corporation

San Diego Office （サンディエゴ）

Marubun/Arrow Asia,Ltd.

丸文株式会社

Foothill Ranch Office
（フットヒルランチ）
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Vision

Mission

Values

企業理念体系

テクノロジーで、よりよい未来の実現に貢献する

独自の価値を提供するオンリーワンのエレクトロニクス商社
として最も信頼される存在となる

「先見」と「先取」の精神のもと、人と技術とサービスで
社会とお客様の課題を解決する

「誠実で透明な経営」「健全な経営活動の実践」「社会との調和」
「環境保全への貢献」「お客様の満足の向上」
「企業リスクの適切な管理」「人権の尊重」「働きやすい職場づくり」

Purpose
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丸文グループの価値創造モデル
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43

バリューサイクルと丸文の強み
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バリューサイクルの7つの機能と取り組み
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デバイス事業：主要取扱い製品
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システム事業：主要取扱い製品
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アントレプレナ事業：主要取扱い製品
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業績四半期推移（事業別売上高）

（百万円）

40,618 
34,199 

37,652 38,541 38,671 39,082 

9,781 

13,026 

15,127 
19,401 

10,858 
13,427 

389 

567 

591 

940 

354 
302 50,788 

47,794 

53,370 

58,883 

49,884 
52,812 

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q

2025年3月期 2026年3月期

アントレプレナ事業

システム事業

デバイス事業
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業績四半期推移（デバイス事業：品目別売上高）

（百万円）

15,626 
12,368 14,214 15,485 

12,918 14,019 

840 

782 
771 

802 
1,288 

1,111 

400 

602 
205 

514 

1,099 620 

12,169 

8,461 

11,865 10,383 
10,967 

12,430 

3,317 

2,945 

1,314 2,375 2,917 
2,192 

8,265 

9,041 

9,284 
8,983 9,482 8,709 

40,618 

34,199 

37,652 38,541 38,671 39,082 

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q

2025年3月期 2026年3月期

電子部品・その他
カスタムIC

特定用途IC

マイクロプロセッサ
メモリーIC

アナログIC
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業績四半期推移（システム事業：品目別売上高）

（百万円）

1,379 1,465 1,462 
2,904 2,114 1,907 

4,007 4,784 4,769 

6,009 

3,353 
5,684 

908 

1,849 2,102 

2,433 

1,199 

1,435 3,486 

4,928 
6,793 

8,055 

4,193 

4,401 9,781 

13,026 

15,127 

19,401 

10,858 

13,427 

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q

2025年3月期 2026年3月期

医用機器
レーザー機器
産業機器
航空宇宙機器
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業績四半期推移（アントレプレナ事業：品目別売上高）

（百万円）

371

534 554

869

328
283

18

34 38

70

25
21

389 

567 591 

940 

354 
302 

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q

2025年3月期 2026年3月期

AI・ロボティクス
ICTソリューション
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本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び
合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な重要な要素により
異なる可能性がありますことをご承知おきください。

丸文株式会社 経営企画部
E-mail : ir@marubun.co.jp

本資料に関するお問い合わせ

本資料お取扱い上のご注意

© 2025 MARUBUN CORPORATION 52


	2026年3月期第2四半期（中間期）�決算説明会
	アジェンダ
	2026年３月期中間期 連結決算の概要
	2026年3月期中間期 決算サマリ
	2026年3月期中間期 事業別業績サマリ
	2026年3月期中間期 用途別 連結売上高構成比
	2026年3月期中間期『デバイス事業』品目別売上高
	2026年3月期中間期『システム事業』品目別売上高
	2026年3月期中間期『アントレプレナ事業』品目別売上高
	2026年3月期中間期 貸借対照表の概要
	スライド番号 11
	2026年３月期 業績予想の概要
	2026年3月期 業績予想サマリ
	2026年3月期 事業別業績予想サマリ
	2026年3月期 『デバイス事業』品目別売上高予想
	2026年3月期 『システム事業』品目別売上高予想
	2026年3月期 『アントレプレナ事業』品目別売上高予想
	株主還元
	スライド番号 19
	資本コストや株価を意識した経営の実現�に向けた対応について（アップデート）
	現状分析と今後の課題
	持続的な価値向上に向けた取り組み
	Ⅰ-（1）① 成長戦略 「丸文 Nextage 2027」事業成長方針
	Ⅰ-（1）② 成長戦略  これまでの進捗状況と2025年度の見通し
	�Ⅰ-（1）③ ROE目標達成に向けたEPS成長イメージ
	Ⅰ-（2）『デバイス事業』の成長戦略
	Ⅰ-（3）『システム事業』の成長戦略
	Ⅰ-（4）『アントレプレナ事業』の成長戦略
	Ⅱ–（1） 財務施策「基本方針」
	Ⅱ–（2） 財務施策 「内部留保の活用」
	Ⅲ.  非財務施策「3つのテーマ領域」 
	Ⅲ–（1） 非財務施策「サステナビリティとエンゲージメント」 
	Ⅲ–（2） 非財務施策「コーポレートガバナンス」 
	総括：持続的な企業価値向上に向けた取り組みの俯瞰
	スライド番号 35
	参考資料
	企業概況
	沿　革
	関係会社
	国内拠点
	グローバルネットワーク
	スライド番号 42
	丸文グループの価値創造モデル
	バリューサイクルと丸文の強み
	バリューサイクルの7つの機能と取り組み
	デバイス事業：主要取扱い製品
	システム事業：主要取扱い製品　　
	アントレプレナ事業：主要取扱い製品　　
	業績四半期推移（事業別売上高）
	業績四半期推移（デバイス事業：品目別売上高）
	業績四半期推移（システム事業：品目別売上高）
	業績四半期推移（アントレプレナ事業：品目別売上高）
	本資料お取扱い上のご注意

